《　各委員会提出用議案　》
平成１９年６月２９日決議

Ⅰ．総務委員会提出議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．国は、懸命に経営努力している中小企業が、景気回復を実感できるよう、適時・適切な経済対策を実施すること。

２．循環型社会の構築に向けて、中小企業が円滑に企業経営に取り組めるよう、次の措置を講ずること。

（１）中小企業が行うリデュース・リユース・リサイクルのためのシステム構築や環境負荷低減の技術開発、ＩＳＯ１４０００シリーズ・エコアクション２１の認証取得等に対する支援策を拡充強化すること。
 （２）土壌汚染の調査及び浄化措置を行う場合、膨大な費用負担が伴うので、これに対する中小企業への支援策を講ずること。
 （３）地方公共団体等による産業廃棄物の最終処分場の確保・設置を強力に支援するとともに、中小企業が個別や共同で取り組む廃棄物の減量化・リサイクル施設の設置に対する支援策を強化すること。
 （４）廃棄物処理法において、役員等の欠格事由が、自動的に法人の欠格事由に該当することがないよう、「欠格要件」の見直しを行うこと。

３．国は、創業や経営革新など、中小企業に対する政策支援レベルを落とすことがないよう努めるとともに、都道府県が、中小企業対策の重要な柱である中小企業連携組織対策事業を確実に実行できるよう、万全の措置を講ずること。

Ⅱ．流通委員会提出議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．燃料の高騰が中小企業者の経営を圧迫している現状を踏まえ、抜本的にエネルギー対策を見直すとともに確実な支援策を早急に講ずること。
２．中小小売業・サービス業の経営環境の健全化を図るため、次の措置を講ずること。

（１）改正都市計画法及び改正中心市街地活性化法を強力に推進し、実効性のある大型店対策と地域活性化策を講ずること。
（２）小売商業調整特別措置法（商調法）の厳正な運用を図ること。

３．改正道路交通法施行による駐車違反取り締まり強化に対応するため、「荷捌き用駐車スペースの確保」と「物流バリアフリーの整備」を早急に実現すること。
４．自動車排出ガス規制に伴う「規制対応車種への買い換え」及び「ＮＯx・ＰＭ低減装置の装着」に一層の支援策を講ずること。
Ⅲ．金融委員会提出議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．商工組合中央金庫の完全民営化に当たっては、中小企業組合及び中小企業者への資金供給が正常に機能するよう、また、株式会社への移行に際し、既存の利用者や民間出資者に不利益や新たなコスト負担が生じないよう、国は衆参両院の「株式会社商工組合中央金庫法案に対する附帯決議」を最大限尊重した措置を講ずること。

２．中小企業の資金調達手段の多様化を図り、経営の安定化に資するため、動産担保融資制度を積極的に推進する施策を講ずること。

３．信用補完制度の抜本的見直しの中で、金融機関と保証協会との責任分担を明確にする観点から導入が決定されている「金融機関と信用保証協会との責任共有制度」については、中小企業の資金繰りに悪影響を及ぼさないよう十分配慮し、慎重に行うこと。
４．売掛債権担保融資保証制度における譲渡担保保全手続き（対抗要件の具備）について、立場の弱い中小企業の利用を踏まえた制度に改善すること。

５．中小企業金融の円滑化と地域経済の振興・発展に重要な役割を果たしている信用組合が、協同組織金融機関としてその機能を一層発揮できるよう、次の措置を講ずること。
（１）金融検査・監督に当たっては、中小零細企業の経営実態に即して実施すること。
（２）貸倒引当金の無税償却の拡大について、弾力的な取扱いを図ること。

Ⅳ．税務委員会提出議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．消費税の見直しにあたり、中小企業者の経営実態を十分に踏まえた上で議論を尽くし、拙速に税率の引上げを行わないこと。

　　さらに、中小企業者の事務負担を軽減する見地から、事業者免税点及び簡易課税制度の適用上限を平成１６年４月改正以前の基準に戻すこと。

２．法人税法について、次のとおり改正すること。

 （１）中小法人の定義を中小企業基本法に一致させること。
（２）中小法人の軽減税率適用所得金額を年額８００万円から年額２，０００万円に引き上げること

３．中小企業者の円滑な事業承継のため、取引相場がない株式についての評価方法を簡素化するなど、包括的な相続税の負担軽減策を講ずること。

４．印紙税の税率見直しを行い、１件につき１，０００円未満の印紙税は廃棄すること。
Ⅴ．組織委員会提出議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
１．中小企業が、経済社会環境の変化に対応し積極的に展開できるよう、中小企業等協同組合法を次のように改正すること

（１）異業種組合の設立認可にあたっては、複数の行政庁に認可申請することなく、認可行政庁を一元化すること。
（２）組合制度の社会的信頼性を高めるために、設立認可基準等に新たな規制を設けること。
（３）創業の手段としての企業組合制度を活用促進するため、会社法に準じて運営の規制を緩和すること。
  （４）商工組合の存続要件を緩和すること。

２．事業協同組合等が行う外国人研修生共同受入事業の実施にあたっては、新たな要件を設けること。

３．国及び地方公共団体等は、「中小企業者に関する国等の契約の方針」に基づき、官公需適格組合制度の周知に努めるとともに、中小企業者及び官公需適格組合への官公需発注増大に努めること。

４．中小企業の円滑な事業承継のため、中小企業組合が行う後継者育成事業に対して総合的な支援策を行うこと。

５．下請中小企業が、親企業の優越的地位の濫用による不公正取引により不当な負担を強いられることのないよう、指導・監督を強化し、下請取引の適正化を図ること。

Ⅵ．労働委員会提出議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．法定労働時間の特例対象業種については、その特性等を踏まえ、現行の制度・対象業種・水準を維持・存続すること。また、時間外労働の目安となる上限時間の見直しは行わないこと。

２．パートタイム労働者の継続的就労に資するため、非課税限度額を１５０万円に引き上げるとともに、１５０万円までは、社会保険料納付の義務は課さないこと。

３．保育・託児施設の増設及び企業に対して仕事と育児の両立を支援する環境整備を図ることが女性の社会的進出支援と少子化への対応策となることから、その対策をさらに強化すること。

４．社会保険・労働保険については、中小企業の経営実態を十分に考慮し、過度の事業主負担について、抜本的な見直しを行うこと。

５．中小企業の経営を圧迫するような地域別最低賃金額の大幅な引き上げは行わなこと。また、産業別最低賃金は廃止すること。

